
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 5年度 事 業 報 告 書

特定非営利量動法人全国無土丞協全

1 事業の成果

消費者に無洗米の正しい情報を正確に伝えることを念頭に、環境効果と高品質を保証する当協会

認証の無洗米の正当性をアピールし、他の無洗米との差異の周知を図ると共に、協会認証の無

洗米の利用を通して環境保全を訴えた。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【1,658】 千円)

月三崩欠|こ 冨己車真
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

‥
対
‘

芝盃
・
象者
亀囲

支盃
対象者
人数

事業費
(千 円)

米のとき汁が
水質汚染や赤
潮発生などの
大きな原因で
あることの一
般への周知・
啓蒙

中央
―ク
す環
動画

区環境保全ネットワ
主催 「子どもとため
境まつり WEB版」に
出展

10月 ～

翌 3月
You t ube 1人 視聴者

不特定多
数

100

中央区環境保全ネットワ
ーク主催 「子どもとため
す環境まつり WEB版」双
方向オンラインイベント

3月 8日
オンライ

ン

1人
中央区内

小学生
3卜名

ニュースレターの配信
通 年 (3

回 )

法人事務

所
1人

ニュースレター

会員
6000´人

無洗米勉強会実施
(千田みずほ)

3月 28日
会員企業

事務所
2人

勉強会受

講者
10名

無洗米勉強会実施
(SOMPOケアフーズ)

4月 10日
オンライ

ン
1人

勉強会受

講者
20名

番組取材対応 随時
法人事務

所
2人 視聴者

不特定多
数

無洗米の規格
(品 質基準、

環境基準、安
全基準)の策
定

今年度は実施せず



規格に基づ く
無 洗 米 の 検
査、認証およ
び格付け

会員および会員外の無洗
米の濁度検査実施 随時

法人事務

所
1人

検査依頼

者
4社 34件

137

外部機関による監査実施 12月 8日
法人事務

処
1人 不特定多

数

燕 洗 米 の 規
格、検査、認証
に 関 す る 教
育、研修、啓蒙

会員、米販売業者、栄養
士、一般消費者等からの
問い合わせ対応

通年
法人事務

所
2人

問い合わ

せ者
62件

89

無洗米冊子の増刷、配布 随時
法人事務

所
1人

会員、無

洗米講座

受講者

不特定多
数

市場に流通 し
ている無洗米
についての定
期的な検査、
調査研究と、
その情報の公
開

会員の製品の定期検査実
施 (測定項目:濁度、水分、
米肌の亀裂 )

5月
法人事務

所
1人 認証会員 27社

1,141

無洗米に関する消費者意
識アンケー ト調査 10月

オンライ

ン

2人 不特定多
数

認証マー クに
つ いての一般
への周知徹底

商標更新 随時
法人事務

所

1ノレ
1個

不特定多
数

191番組取材対応 随時
法人事務

所
2名 視聴者

不特定多
数

ホームベージの充実 随時
法人事務

所
1人 不特定多

数

(2)その他の事業

その他の事業は規定していない。

(事業費の総費用 【 】千円)



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 5年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業がム⊥生場合)

科 目 令  額 小 計 ・ 合 計

受取補助金

4

47受取利息

正会員受取会費
賛助会員受取会費

1,556,250
21,000

受取寄附金
施設等受入評価益

事業収益
事業収益

百 常 費 用

給料手当

業務委託費
印刷製本費
会議費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
広告宣伝費
調査研究費
租税公課

440
2001

3321

6261

855'

0()0

0001

6001

318,000

1.65&

会議費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
広告宣伝費
諸会費
租税公課
支払手数料

2

給料手当

58a
2.244517ロ

-568.221i 期 経 1 増 減 額 A B
3】  l睡

過年度損益修正益

外 』

)】  1睡

災害損失

外

i期 経 1 外 増 滅 l C D 。②
-55&22〔l 莉 期  正  味 ①十② 。③

4,780,140

正 味 財 4211,92〔操

出皿Ш

5 47

1.575.297購 収 益 計

】|IE'■■:[:1

:

法人税、住民税及び事業税 ・
前期繰誠正味財産額 ・・・0

④



書式第 15号 (法第 28条関係)

令和 5年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

人

1位 :円

、】 資 産 の 部

3,915,486
3,0001

現金預金
未収金
棚卸資産

定資産

1

車両運搬具
什器備品

ソフトウェア

借地権
電話加入権 305,760

(3)投資その他の資産
敷金
長期貸付金

30■ 76ヨ資産合計  ・・・②

【A】 資 産 合 計 ①+② 4,224,2.

】 負 債  ( ) 1日5

12,328
12,328未払金

預 り金

12,328

長期借入金
退職給付引当金

12,328

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 4,224,248

,コ ヨ

:層 1■ il

計 ③ +④

4_,11.0,|



16

令和 5年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人全国無洗米協会

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2017年 12月 12日 最終改正 NPO法 人会計基準協議会)

によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
定額法によっています。

(2)固定資産の減価償却の方法
定率法によっています。

(3)引 当金の計上基準
引当金はありません。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

該当ありません。

(5)消費税等の会計処理

税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況

科 目
水質汚染周
知啓蒙事業

検査。認証・

格付け事業
無洗米規格
啓発事業

定期検査・

市場調査事
認証マーク
周知事業

事業部門計 管理部門 合計

23,500
”
■ 23,500 10,000

4

99,000
47

23,500 42,0(〕 0 23,500 99,000 1,577,297 1,676,297

63,600

66,000

7,626

63,600 63,
ｎ
Ｕ

”
４

■
Ｕ

”
■

０

４

０

３

２

５

０

０

４

２

３

６

８

０

２

３

２

３

４

０

9 00 516,000
71,440
4,420
31,688
98,880

１

４

０

０

６

６

１

２

８

４

１

６

　

７

４

213,535
6,378

100, 132 137,226 88,600 1,14 ,60 190,795 1,658,| 586, 164 2,244,517
100. 132 137.226 88.600 1.14 190,795 1.658. 53 586. 164 2.244.517

-568,220

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費
人件費計

(2)その他経費
業務委託費
印刷製本費
会議費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
広告宣伝費
諸会費
調査研究費
租税公課
支払手数料
雑費
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

内 容 金 4

‘
貝 算定方法

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 備 考

合計

4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等はありません。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳
は ません

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引はありません。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必

要な事項

事業費と管理費の按分方法

従事割合によっています。

その他の事業に係る資産の状況

その他の事業は実施しておりません。

７
１

∩
Ｘ
）

期末帳簿価額科 日 期首取得価額 取 得 減少 期末取得価額 減価償却累計額

305760

732874

305762

有形固定資産
車両運搬具
什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合計

科 日 期首残高
ユ
〓 期借入 湿

〓 期返済 期末残高

合計

科 日

計算書類
に計上さ
れた金額

内、役員
との取引

内、近親

者及び支
配法人と

(活 動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表 )

貸借対照表計

己 ]室生置



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 財産目録

事 業 報 告 用

単位 :円
科

現金預金
手元現金
三菱UFJ銀行普通預金

1  41,5491
3,873,9371

L___  __「

3,0001

未収金
無洗米検査認証事業未収金

|

棚卸資産
販売用寄附物品

事業用車両

什器備品
パソコン

濁度色度計

ソフトウェア
オペレーションシステム

文書編集ソフト

電話加入権
電話加人権 305,760

長期貸付金

【A】 資 産 合 計 ①+② 4,224,

未払金
通信費
消耗品費

6.5881

5,7401

預り金
源泉徴収税

長期借入金

退職給付引当金

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 12,

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 4,211

|



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 5年度年間役員名簿 Jl常駐E」 F撃淵F呉錯lき鮒ξ琳′ξ識蜜理哲
所並

特定非宣利活動塗人全国無洗丞協金

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該 当者のみに記入 )

氏   名

1

⌒

長野ン・監事
ウメサ

゛
ワ  マサヒサ 令和 5年  1月  1日

令和 5年 12月 31日

年  月  日

年  月  日梅澤 政久

2 監事
サカモト  テツオ 令和 5年  1月  1日

令和 5年 12月 31日

年

年

月

月

日

日阪本 哲生

3 監事
ナカムラ  トオル 令和 5年  1月  1日

令和 5年 12月 31日

年 月   日

月   日年中村 徹

4 監事
ヤマネ  セイシ

゛
令和 5年  1月  1日

令和 5年 10月 17日

年

年

月

月

日

日山根 盛治

5

/~ヽ理事
(1ヲ

センタ
゛
  ノリヒサ 令和 5年  1月  1日

令和 5年 12月 31日

年  月  日

年  月  日千田 法久

6 理事・監事

年

年

月   日

月   日

年

年

月

月

日

日

7 理事・監事
年

年

月

月

日

日

年 月   日

月   日年

8 理事 。監事
年  月  日

年  月  日

年   月   日

年  月  日

9 理事 。監事
年  月  日

年   月   日

年  月  日

年  月  日

10 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

社 F乳名 簿 (社員のうち10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人全国無洗米協会

氏   名

1

木徳神糧株式会社
代表取締役社長執行役員
竹内 伸夫

2
株式会社プレナス
代表取締役CEO

塩井 辰男
  

3
日本プライス株式会社
代表取締役社長
後藤 義和

4
沖縄食糧株式会社
代表取締役社長
中村 徹

5
島根県農業協同組合
常務理事
坂本 満

ハ
０

全農パールライス株式会社
代表取締役社長
中野 吉庸

７

〓

株式会社中島屋降旗米穀
代表取締役社長
降旗 ―路

只

）

株式会社ミツハシ
代表取締役会長兼CEO
三橋 美幸

Ｑ

）

千田みずほ株式会社
代表取締役社長
千田 法久

10

東洋ライス株式会社
代表取締役
雑賀 慶二

11

12




